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中間目標 目標最終年度

- 年度 33 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

平
成
2
9
・
3
0
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

060442事業番号

計画課 久知良　俊二

会計区分 労働保険特別会計労災勘定

セグメント単位の
考え方

財務諸表におけるセグメント

セグメント名 労働安全衛生融資回収事業 担当部局庁 労働基準局安全衛生部 作成責任者

事業開始年度 昭和４７年度
事業終了

（予定）年度 平成３３年度 担当課室

平成２９年度セグメントシート （独）労働者健康安全機構

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度 28年度 29年度

11 10 12

事業目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

独立行政法人労働者健康安全機構法附則第３条第３項に基づき、労働安全衛生融資の貸付債権の管理・回収業務を行う。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

資金的な問題により労働災害の防止措置を十分に果たせない中小企業に対して、事業者が行う労働災害防止の基盤、環境を整備する努力を側面から援助するため、資
金を長期かつ低利で事業者に融資してきたが、平成１３年１２月１９日の閣議決定「特殊法人等整理合理化計画」において、当該融資制度を廃止した。
現在残存する労働安全衛生融資の貸付債権の管理・回収業務を行っている。

実施方法 交付

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人労働者健康安全機構法附則第3条第3項
労働者災害補償保険法第２９条第１項第３号

関係する計画、
通知等

第１２次労働災害防止計画
独立行政法人労働者健康安全機構中期目標（第3期）
（平成29年3月6日厚生労働省基労第0306第2号）

主要政策・施策 - 主要経費 社会保障

その他 16 11 8

補助金等 0 0 0

30年度要求

経
常
収
益

予算額：運営費交付金 15 14 12

執
行
額

運営費交付金

36%

運営費交付金収益化基準 費用進行基準 費用進行基準 業務達成基準 業務達成基準

運営費交付金収益の割合 40.7% 47.6% 60.0%

　計 27 21 20

26年度 27年度 28年度

執行額 27 21 20

経
常
費
用

予算額 - 32 55 68

執行率 #VALUE! 66%

歳出予算目 29年度当初予算 30年度要求 主な増減理由

独立行政法人労働者健康安
全機構運営費交付金

12

102

目標値 百万円 104 62 29 - 0

正常債権の弁済計画に基い
た年度回収目標額29百万円
（※）を回収する。
※平成26年度104百万円
　平成27年度62百万円

正常債権の弁済計画に基い
た年度回収目標額

成果実績 百万円 179 99

達成度 ％ 172 160 352

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

成果目標：（独）労働者健康安全機構中期計画第９-３
成果実績：独立行政法人労働者健康安全機構調べ

9,646（内数） 7,111（内数） 

9,646（内数） 

9,646（内数） 



単位当たり
コスト 円/件 780,667 217,391 36,896 15,769

計算式 X / Y 　23,420,320円/30件 4,765,950円/23件 627,235円/17件 228,000円/13件

87,142,481円/4件

28年度 29年度活動見込

9 7

貸倒償却分コスト ＝Ｘ ／　Ｙ
Ｘ：「貸倒償却額」
Ｙ：「償却債権数」

単位当たり
コスト 円/件 31,107,500 46,696,250 41,532,441 24,681,300

計算式 X / Y 186,644,680円/6件 186,784,050円/4件 166,129,765円/4件

単位当たり
コスト

算出根拠 単位

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 26年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度

当初見込み 件 15

28年度

正常債権の確実な回収に向けて、回収月の１ヶ月前までに
取扱金融機関と連携して弁済督励を行う。

活動実績 件 16 9 7

26年度 27年度 28年度 29年度活動見込

民間借入補助分コスト ＝Ｘ ／　Ｙ
Ｘ：「利差補給金」

Ｙ：「年度末残債権数」

27年度

労働安全衛生法第71条及び106条に基づいて行っていた融資
事業の債権管理を行う事業であることから、本事業は国が実
施すべき事業である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事業
か。

○
独立行政法人の事業として年度計画に組み込まれており、優
先度は高い。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○
独立行政法人労働者健康安全機構法附則第3条第3項に基づ
き、残存する貸付債権の管理・回収業務を行うものであり妥当
である。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一者応
札又は一者応募となったものはないか。

独法等所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

資金的な問題により労働災害の防止措置を十分に果たせない
中小企業に対して、事業者が行う労働災害防止の基盤、環境
を整備する努力を側面から援助を行っていた事業の債権管理
を行うものであることから、国民のニーズを反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○ 成果実績は、目標を達成している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あるい
は低コストで実施できているか。

- -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
労働安全衛生融資回収事業で構成されており、債権管理・回
収に必要な使途に限定されている。

事
業
の
効
率
性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 - -

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

本事業は中小企業の事業者に対する労働災害防止の基盤、
環境整備のための融資事業の債権管理を行うものであり、事
業者から徴収した労災保険料から経費を支出していることか
ら、受益者との負担関係は妥当である。

○
債権の管理・回収業務にかかる経費であり、妥当な水準であ
る。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 活動実績は、見込みどおりとなっている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 - -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
債権の回収に向けて、取扱金融機関と連携して弁済督励を
行っている。

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

5

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割分担
の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

所管府省名 事業番号 事業名



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
平成28年度においても貸付金の回収額が当初見込みよりも大きく、成果目標及び活動指標を達成しているため、確実な債権回収が行われたものと考え
る。引き続き確実な債権管理・回収に努める。

改善の
方向性

引き続き金融機関と連携して確実な債権回収を図る必要がある。

退職給付費用 職員に対する退職給付費用 1

謝金 嘱託職員に対する給与及び賞与 3

備
考

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足

する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が支
出されている者に
ついて記載する。
費目と使途の双方
で実情が分かるよ

うに記載）

A.労働安全衛生融資回収事業 B.（株）三菱東京ＵＦＪ銀行

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

給与及び賞与 職員に対する給与及び賞与 6 事務委託費 職場環境改善資金委託手数料 0.2

計 10 計 0.2

厚生労働省
（９，８９６百万円）

（独）労働者健康福祉機構
（１０，０２４百万円）(※) （※損益ベース）

A労働安全衛生融資回収事業
（１２百万円）

B民間団体等
（４百万円）

【運営費交付金交付】 

【随意契約（少額）】 



支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
（独）労働者健康安全
機構

7020005008492 - 12
運営費交付金

交付
- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
（株）三菱東京ＵＦＪ銀
行

5010001008846
職場環境改善資金委託手数
料

0.2
随意契約
（少額）

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

3 （株）横浜銀行 7020001008645
職場環境改善資金委託手数
料

0.1
随意契約
（少額）

- - -

- -

2 （株）山陰合同銀行 6280001000230
職場環境改善資金委託手数
料

0.2
随意契約
（少額）

- -

- -

6 （株）東京都民銀行 3010401020709
職場環境改善資金委託手数
料

0.1
随意契約
（少額）

- -

- - -

5 （株）福井銀行 9210001003641
職場環境改善資金委託手数
料

0.1
随意契約
（少額）

-

4
（株）商工組合中央金
庫

9010001120408
職場環境改善資金委託手数
料

0.1
随意契約
（少額）

- - -

9 （株）荘内銀行 2390001007367
職場環境改善資金委託手数
料

0.1
随意契約
（少額）

-

8 （株）八十二銀行 3100001002833
職場環境改善資金委託手数
料

0.1
随意契約
（少額）

-

7 （株）北洋銀行 8430001022711
職場環境改善資金委託手数
料

0.1
随意契約
（少額）

- - -

-

- -

10 （株）秋田銀行 1410001000221
職場環境改善資金委託手数
料

0.1
随意契約
（少額）

- -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1


